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離島における再エネ主力電源化に向けた可能性調査事業業務委託 報告書（概要版） 

令和 5年 3月  株式会社 建設技術研究所 

 

業務の目的 

鹿児島県の南北 600km に及ぶ海域に位置する離島（うち，特別措置法適用の

有人離島は 26）には約 16 万人もの人々の暮らしや産業があり，これらの活動を支え

る電気は主に重油を使用した内燃力発電所による発電によって賄われている。 

今後，離島の電源に関しては，脱炭素化の観点はもとより，本土に比べ高いエネル

ギーコストの低減と台風等に伴う停電時の電力確保（レジリエンス強化）といった離島

固有の課題解決の観点からも，再生可能エネルギーへの転換を促進する必要がある。 

本業務では，離島の再エネ推進のため，比較的早期の事業化が期待できる小規

模離島を対象に，電力需給状況や再エネ導入ポテンシャルの調査，コスト面や技術面

での課題整理を行い，将来的な再エネ主力電源化に向けたモデルプランを作成する。 
 

実施項目 

 

 

1. 対象離島の概要 

鹿児島県内の小規模有人離島から，口之島，中之島，竹島及び請島の計 4島を調査対象離島として抽出した。 
島名 口之島 中之島 竹島 請島 

市町村名 十島村 十島村 三島村大字竹島 瀬戸内町 

面積 13.33 km2 34.42 km2 4.2 km2 13.34 km2 

人口 99人（R4.6住基） 142人（R4.6住基） 58人（R4.7住基） 90人（R4.6住基） 

世帯数 64世帯（R4.6住基） 87世帯（R4.6住基） 38世帯（R4.7住基） 60世帯（R4.6住基） 

主な産業 
農業，畜産業（牛），水

産業 

農業，畜産業（牛），水

産業 

畜産業（牛），農業（竹

の子），水産業 

農業（ニンニク・ソテツ） 

畜産業（肉用牛・養豚） 

 

   

 

島の外観     

島の特徴 

口之島は吐噶喇（トカラ）

列島の最北端の島で，今も

水蒸気を吐き出す燃岳に象

徴される火山島である。鹿児

島市から南へ約 200km に

位置し，行政上は鹿児島

県鹿児島郡十島村に属す

る。島には口之島，西之浜

の２つの集落がある。 

中之島は，吐噶喇（トカ

ラ）列島に属する島で，人

口，面積ともに十島村で最

大の島である。島の中北部に

位置するトカラ列島最高峰

の御（979m）は，現在も

火山活動が続いている。 

竹島は島全体が竹に覆われ

ている島である。島の海岸の

ほとんどが絶壁であり，透明

度の高い海との絶景に囲ま

れている。豊富な竹林から取

れる竹の子の王様「大名竹

の子」は，村の特産品に加

工されている。 

請島は，奄美群島に属する

島で，加計呂麻島の南方に

位置し，行政上は鹿児島

県大島郡瀬戸内町に属す

る。面積は奄美群島の有人

島の中で2番目に小さい。島

には請阿室，池地の 2 つの

集落がある。 

2. 離島の抱える課題 

項目 離島共通の状況 

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
課
題 

安全性 
Safety 

• 台風の頻発地域であり，エネルギー設備の安全性確保が必要である。 

• 施設整備にあたり塩害対策が求められる。 

安定供給 
Energy Security 

• 化石燃料の外部調達に依存しており，エネルギー自給率が低い。 

• 台風の襲来頻度等が高く，停電の発生リスクが大きい。 

環境への適合 
Environment 

• 化石燃料に依存したエネルギー需給構造である。 

• 輸送・建設コストや系統の脆弱性により，再生可能エネルギーの導入が進んでいない。 

• 貴重な野生動植物が多く生息するため，自然共生や景観配慮への考慮が必要。 
経済効率性 
Economic Efficiency 

• 燃料の輸送コストが大きいため，燃料価格が本土と比べ割高である。 

地
域
課
題 

高齢化・人口減少 • 高齢化・人口減少により，産業の担い手の減少，経済活動の減速等の影響を及ぼしている。 

産業振興 • 漁業，畜産，農業等の一次産業が中心であり，高齢化・人口減少による担い手不足が深刻。 

施設老朽化 • 公共施設や水道施設等において，施設の老朽化が進んでいる。 

地域交通 
• 島内での移動は自家用車に依存し，公共交通やレンタカー等の移動手段が整備されていない。 

• 島外との移動手段がフェリーに限られ，厳しい交通条件となっている。 
 

    
塩害 停電に備えて家庭で発電機を所持 ガソリン等の燃料はドラム缶や携行缶で海上輸送 

 

3. 再エネ主力電源化の課題 

【系統運用の課題】 

 系統に占める変動性再エネの比率が大きくなると，長周期・短周期の変動対策や

慣性力・同期化力の確保などの問題が生じる（再エネ大量連系の課題）。 

 小規模離島の基幹電源である内燃力発電には，安定して運転を行うための最低

出力がある（下げ代の課題）。 

 内燃力発電の出力調整機能により需要に合わせた需給調整を行っているが，出

力変動が大きい再エネ電源が多く導入された場合，既存の内燃力発電の出力調

整機能では需給調整ができなくなる可能性が高い。 

 本土や中・大規模な離島と同様の出力抑制指令が実施可能なシステムや体制が

無く，出力抑制を行うためには，新たなシステム・体制構築が必要。 

⇒前提として，独立系統型の小規模離島では，内燃力発電の設備更新の機会

を捉えた再エネ導入など既存の内燃力発電と協調した取組を行う必要がある。 

 

 

下げ代制約のイメージ 
（上：中間期，下：夏期） 

【事業化の課題】 

 離島等供給約款に基づき一般送配電事業者が電力供給を行うこととされており，

需要家保護の観点から離島の需要家に対するユニバーサルサービスとして本土並

みの料金水準で電気の供給を行うことが義務付けられている。 

 設備・資材の調達，建設等に輸送費が上乗せされる他，塩害対策等の追加コス

トがかかる。 

 離島での導入費用は本土でよりも高くなる一方で，ランニングコストの削減額につい

ては，島民目線では本土と同等の電気料金が比較対象となるため，本土と同等

に競争力のある事業の成立が見込まれない。 

⇒事業化に向けては，補助事業の活用等の資金確保を目指すほか，再エネ導

入によって得られる価値を多方面から評価することが必要である。 
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出力抑制必要量

内燃力最大出力

内燃力最低出力

太陽光供給分

（自家消費含む）

・ 対象離島の選定（4島）/ ・ 事業スキーム及びスケジュールの検討 

・ 対象離島のエネルギー需給動態調査及び再生可能エネルギー利用可能量調査  

・ 電気事業法等関連法規の整理及び法制約克服に係る検討 

・ 系統運用に係る検討 / ・ 設備導入・維持管理にかかるコスト・採算性の試算 

・ 非常時対応（BCP）の検討 

・ 事業採算性向上や地域貢献のための付加サービスの検討 

・ 実証事業（設備導入等）に活用可能な国の補助金等の整理 

・ モデルプランの作成 

・ 自治体WG の開催 / ・ 一般送配電事業者との協議 / ・ 検討会議の運営 

 

鹿児島県の離島 

：本業務の対象離島 
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４. 電力需給バランスの検討 

系統運用上の課題を踏まえ，島内で単独の系統を形成する「独立系統型」と，島内に発電機を有さず他の系統からの

電力供給を受ける 「上位系統接続型（系統余力あり）」における再エネ導入拡大時の電力需給バランスの検討を行った。 

 

【独立系統型離島】 • 島内に内燃力発電があり，島内のみに閉じた送配電網が整備されている。 

• 内燃力発電の出力抑制下限（下げ代）の影響を大きく受ける。 

■島全体に太陽光発電を導入した場合の需給バランス 

・既存の内燃力発電と協調した運用を行う場合，再エネ電源比率は数％～15％程度となると推計 

・太陽光発電（PV）の出力を高めれば高めるほど，再エネ電源比率は増加するが，下げ代による制約に伴い余剰電力も大

幅に発生することから，蓄電池の容量を大幅に増加させる必要があり，設備投資が増加 

・蓄電池を全く導入しない場合は再エネの有効利用率が大幅に下がるため，蓄電池の導入は必須 

  

PV出力・蓄電池容量と再エネ電源比率（左図）・再エネ有効利用率（右図）の関係 

■個別施設において太陽光発電を自家消費する場合の需給バランス 

・施設での自家消費を行うことで島内需要が下げ代制約に匹敵する時間帯が発生し得る ⇒ 自家消費向けの再エネ発電抑

制が生じる 

 

公共施設 2施設（学校・集会所）において自家消費を行う場合の電力需給シミュレーションの例 

【上位系統接続型離島】 • 島内に発電所を有さず，本土や中大規模の離島の系統に接続しており，海底ケーブルによ

って島内に電力供給が行われる。 

• 上位系統の需要と合わせた運用となるため、上位系統の下げ代余力に応じた再エネ導入が

可能。 

■再エネ主力電源化に向けた対策 

① 内燃力発電との協調可能な範囲で，自家消費型再エネ・バックアップ蓄電池の導入を行う（独立系統型） 

② 短期的には，出力抑制に対応可能な再エネ設備を導入する（上位系統接続型） 

③ 中・長期的には，スマートインバータ等の技術の活用による系統協調型の再エネシステムの構築に取り組む 

※再エネ電源比率（%）：電力需要に対する再エネ由来の電力供給の比率 

※再エネ有効利用率（%）：再エネ発電量のうち，実際に需要家側で消費できた量の割合（直接消費＋蓄電池由来の消費を含む） 

5. まとめ 

（１）再エネ主力電源化の意義 

現地調査・ヒアリングや検討結果を踏まえた，小規模離島における再エネ主力電源化によるエネルギー課題・地域課
題解決への貢献の可能性を以下に示す。 

 

（２）事業化に向けた今後の展望 

小規模離島の再エネ主力電源化に向けては，既存系統の状況や技術動向を踏まえた段階的な対策が必要である
ことから，実態に応じた取組の推進が必要であり，主力電源化達成の見通しはそれぞれ異なる。 
まずは，「早期の主力電源化が期待される離島」及び「需要家の再エネ導入ニーズの高い離島」における事業化から

着手し，他の島嶼地域への技術移転にも繋がる実証事業を実施することで，将来的な横展開を図ることが期待される。 

 

6. モデルプラン 

各島の実態を踏まえたモデルプランを検討した。モデルプラン概要を次頁以降に示す。 

No. 対象離島 モデルプラン 

①  口之島 ■再エネ自家消費型スマート産業モデル 
実証取組①：公共施設における自家消費型太陽光発電の導入実証 
実証取組②：離島産業の電力自立化実証 

②  中之島 ■安定再エネ電源利活用モデル 
実証取組①：公共施設における再エネ・EV・充放電器の試験導入によるアナログ型 DR の実証 
実証取組②：水力資源の有効利用策検討実証 

③  竹島 ■極小規模離島モデル 
実証取組①：竹島学園及びあいあい会館への太陽光発電・蓄電池設備導入 
実証取組②：島の全公共施設を対象とした再エネ主力化事業実証 

④  請島 ■離島マイクログリッド基盤構築モデル 
実証取組①：公共施設における太陽光発電導入 
実証取組②：島全体の再エネ主力マイクログリッド構築 

Safety
安全性

Energy Security
安定供給

 電化による島民の燃料保
管・輸送の安全性向上

 台風等に伴う  の運 停 による燃料供給 絶リスクの  
 停電時の  ・  ストッカー用の電源確保
   所の非常用電源確保・機能強化

Economic Efficiency
経済効率性

Environment
環境適合性

 燃料調達コスト高 の影響  
 燃料輸送コストの削減

 重油 き内燃力から再エネ電源への移行によるC 2削減
 電化に伴う需要家設備の エネ化
 島民の    の向上

S 3Eへの  

地域課題  への  

 島内の利 性の向上によ
る 者世代の移住・定住
の促進

 産業  による担い手確
保

高齢化・人口減少

   通 技術を活用した
スマート農業等による 
力化や高品 生産

   100ブランドによる島の
 力向上（エコツーリズム
や  ケーシ ンの推進）

産業振興

 安全で利 性の高い移
動手段の整備

 観光 が利用できる脱
炭素型交通手段の整
備

地域交通

  害時の安心 の向上
 電化 品や   等の電
力需要増加への対応

   す の向上

再エネ主力電源化の 向性

【 ・中期】 【 期】

バック ップを活 した
離島マイクログリッドの

基盤構築

小規模な自家消費型
再エネの  導入
（需要家の自発的な
出力制 な ）

安定再エネ に る
 E1  の実 

   に る 制 
な 出力抑制の

  

  の安定
再エネの有 

再エネ主力電源化の 向性内燃力発電

小規模
独立系統型

 い

 しい

【 期】

内燃力 再エネへの代 を
  とした電力シス  構築
（E Sに る全体制  ）

小規模な自家消費型
再エネの  導入
（需要家の自発的な
出力制 な ）

安定再エネの  
 に る再エネ電源

比率向上

なし

内燃力 再エネへの
代 を  とした電
力シス  構築

  再エネの出力  ・
電化に る再エネ利用率

向上

  型再エネの
導入 大

上位系統の
出力抑制発 

状況

上位系統
接続型

【 ・中期】

なし

  

主力電源化の
 通し

主力電源化の
 通し

中・ 期

 期

 ・中期

中・ 期

 島・
口 島

中 島

 島

  
中・ 期自家消費向けの再エネ発電抑制が じる 
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モデルプラン①口 島  

事業モデル 再エネ自家消費型スマート産業モデル 

主な適用離島 農業・畜舎や港湾施設等の産業系施設の需要・再エネ導入ポテンシャルが大きい離島 

実装時期 2030年以降（中～長期） 

解決を目指す 

地域課題 

【エネルギーの課題】 

・再エネ導入拡大による脱炭素化に向けた，小規模電力系統と協調した自家消費マネジメント手法・

体制の確立 

▶再エネの需要家・発電所間の連携体制の確立 

▶小規模出力での導入や，オフグリッドでの導入による系統への影響最小化 

・エネルギーの自立分散化によるレジリエンスの向上 

▶需要家サイドでの再エネ・蓄電池の導入による非常時の事業継続性の確保 

▶  所の機能強化 

【地域課題】 

・   機器など，生産効率性向上のための電気設備と一体となった電力供給設備の整備 

・  100 ブランドなど，離島産業における経営のグリーン化による島の 力発  

概要 需要家への再エネ分散配置によるエネルギーサービス（ S）事業や，施設整備に伴う付加価値向上

により，産業  や定住促進を図る。 

【中期】既存の公共施設における再エネの試験導入による系統協調型の自家消費マネジメント手法の

実証的取組に着手 

新規整備施設や更新施設を中心に，産業関連整備施設における電力自立化（オフグリッド

化）の実証 

既存施設における系統協調型の自家消費マネジメント手法の横展開 

【長期】内燃力発電の更新時期や技術開発動向を踏まえた再エネ電源（安定再エネ）への代替促

進。 

モデル構築 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組方法 2 つの実証取組を想定する。 

実証取組①：公共施設における自家消費型太陽光発電の導入実証 

目的 公共施設における自家消費型太陽光の導入による再エネ種主力電源化に向けた島

民の理解促進 

事業化手法 県による実証事業（委託） 

事業主体 一般送配電事業者がその事業の中で行うことを想定 

時期 中期：2025～2030年代前半 

場所 コミュニティセンター・小中学校等（公共性・公益性の高い施設における導入を優先） 

実証内容 小規模独立系統における自家消費型太陽光発電の試験導入により，既存の系統と

協調した自家消費マネジメント手法として，需要家側（島民）と供給側（発電所）

との連携体制による簡易的な出力制御モデルの構築を検証 

※ 具体的な出力制御のあり方は，一般送配電事業者と要調整 
 

実証取組②：離島産業の電力自立化実証 

目的 再エネ×IoT による離島産業の生産効率化・電力自立化（オフグリッド化）の実証を

通じた島民の理解促進 

事業化手法 県または村による実証事業 

事業主体 県または村 

時期 中期：2025～2030年代前半 

場所 産業関連施設（村が新規整備する畜舎など） 

実証内容 スマート畜舎等の整備に伴い，再エネ・蓄電池の一体的な導入を行い，オフグリッドで

の生産体制確立及び生産効率化の可能性を検証 

  

事業 

スケジュール 

 

 

事業の効果 実証取組①（コミュニティセンター：太陽光発電 10kW，蓄電池 10kWh の場合） 

・再エネ電源比率：68％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：81％（施設単体） 

・C 2削減量：6.7t-C 2 

実証取組②（畜産関連施設：太陽光発電 2.5kW，蓄電池 6kWh の場合） 

・再エネ電源比率：89％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：63％（施設単体） 

・C 2削減量：634kg-C 2 
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モデルプラン②中 島   

事業モデル 安定再エネ電源利活用モデル 

主な適用離島 安定的な再エネ導入ポテンシャルの大きい離島／石油等の調達・供給体制が脆弱な離島 

実装時期 2030年代（中期） 

解決を目指す 

地域課題 

【エネルギーの課題】 

・電化による エネ，燃料購入・保管負担の軽減 

・ V 等を活用した上げD による出力抑制の  ・既存水力の出力増加による再エネ電源比率向上 

▶ 発電所側との連携による  V充電時間のシフト・HP給湯機稼働時間のシフト 

▶島内の再エネポテンシャルを最大限活用した水力発電の出力増強 

【地域課題】 

・生産拠点におけるエネルギー供給源の整備による電化・機械化の促進 

・需給一体となったエネルギーサービス（ S）事業や，施設整備に伴う付加価値創出により，安全

性・利 性の向上や島の 力向上を図る。 

概要 需給一体となったエネルギーサービス（ S）事業や，施設整備に伴う付加価値創出により，安全性・

利 性の向上や島の 力向上を図る。 

【短期】既存の公共施設における  V等の試験導入による電力需給調整のモデル的取組に着手 

【中期】設備のリプレースや設備の増設等による水力発電の出力増強を検討 

島内の自動車の  V 化など，電動化の取組を進め，アナログ的 D 等による基幹系統の再エ

ネの電源比率を向上 

【長期】内燃力発電の更新時期や技術開発動向を踏まえたシステム改良や再エネ電源（安定再エ

ネ）への代替促進 

モデル構築 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組方法 2 ステップの実証取組を想定する。 

実証取組①：公共施設における再エネ・ V・充放電器の試験導入によるアナログ型 D の実証 

目的 公共施設における再エネ・EV・充放電器の試験導入による再エネ主力電源化に向

けた島民の理解促進 

事業化手法 県による実証事業（委託） 

事業主体 一般送配電事業者がその事業の中で行うことを想定 

時期 短・中期：2025～2030年 

場所 コミュニティセンター・開発センター等（公共性・公益性の高い施設における導入を優

先） 

実証内容 PV・EV・充放電器等の試験導入により，島民への普及啓発を図ると共に，水力の

出力調整への活用可能性の検証や，EV の再エネ 100%運行の可能性等につい

て実証を行う。 

※ 具体的な出力調整のあり方については，一般送配電事業者と要調整 
 

実証取組②：水力資源の有効利用策検討実証 

目的 水力発電の出力増加と一体となった需要家側エネルギーマネジメント手法の実証 

事業化手法 県による実証事業（委託） 

事業主体 一般送配電事業者がその事業の中で行うことを想定 

時期 中期：2030～2030年代前半 

場所 公共施設・公営住宅等 

実証内容 実証取組①の結果を踏まえ，需要家・供給側での電力需給のスケジュール調整

や，将来的な自動化を見据えたエネルギーマネジメント手法の実証を行う。 

  

事業 

スケジュール 

 

事業の効果 実証取組①（コミュニティセンター：太陽光発電 16kW，蓄電池 20kWh の場合） 

・再エネ電源比率：70％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：77％（施設単体） 

・C 2削減量：9.3t-C 2 

実証取組②（水力発電出力増強， V・HP普及ケース） 

・再エネ電源比率：38.1％（島全体）※現状ケース比 1.2 倍 

・再エネ有効利用率：70.2％（島全体） 
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モデルプラン③ 島   

事業モデル 極小規模離島モデル 

主な適用離島 独立系統型の小規模離島 

実装時期 2050 年頃（中期～） 

解決を目指す 

地域課題 

【エネルギーの課題】 

・内燃力発電に依存したエネルギー需給構造であり，塩害や台風被害の観点から再生可能エネルギー

（太陽光発電）の導入が進んでいないため，独立系統型の中小規模離島共通の課題解決への貢

献。 

・台風等による停電時の電力確保による住民生活の安心 向上，快適性向上。 

・価格や供給網が不安定な輸入燃料への依存からの脱却，燃料輸送コストの低減。 

【地域課題】 

・給湯設備電化による燃料削減と持続可能社会構築への貢献。 

・台風被害による停電時の電力安定供給と非常用発電用化石燃料の削減。 

・島の産業創出と人口増加。 

概要 公共施設屋根や土地への太陽光発電導入を進め，電化による給湯，余剰電力の有効活用で島の

課題解決に貢献しながら，2050 年島全体で再エネ発電比率 100％を目指す再エネ発電システムを

構築し，全国の極小規模離島への展開を目指す。 

【短・中期】初期段階として，   等 庁の補助金の活用による竹島学園及びあいあい会館への太

陽光+蓄電池の導入及び施設内の給湯設備の電化を行う。また台風等 害時のあいあい

会館（  所）の自立期間検証を行う。次の段階として，役場，へき地集会所への太

陽光発電+蓄電池の導入及び余剰電力の水道施設等公共施設での利用検証を行い全

公共施設での再エネ比率 100％を目指す。また，独立系統型の事業スキームの構築を行

う。 

【中・長期】島全体で再エネ比率 100％を目指し，パネルの設置が可能な島の建物屋上・屋根や土

地に太陽光発電+蓄電池導入を進めると共に，レジリエンス強化のため，埋設管導入を進め

る。類似小規模離島へのモデル展開を目指す。 

モデル構築 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

取組方法 2 ステップの実証取組を想定する。 

実証取組①：竹島学園及びあいあい会館への太陽光発電・蓄電池設備導入 

目的 極小規模離島の公共施設における通年での再エネ発電と自家消費の需給バランスと 

害時自立期間・電力需給量の検証 

事業化手法 県による実証事業（※村が実証場所としての公共施設の利用に協力。） 

事業主体 県（又は県が村を支援） 

時期 短期：2025年～2030年の間 

場所 竹島学園，あいあい会館 

実証内容 竹島学園，あいあい会館の建物屋上への太陽光発電設置及び蓄電池導入と，施設

内の給湯設備の電化を行う。 

それぞれの施設で自家消費を行い，通年での余剰電力量，買電量の傾向を把握する

と共に課題を抽出，解決策を立案し講じる。  所として利用されるあいあい会館の台

風等 害による停電時の自立可能期間の検証と課題抽出・解決策を立案し講じる。 
 

実証取組②：島の全公共施設を対象とした再エネ主力化事業実証 

目的 島の公共施設全体での再エネ率 100％目標達成検証と独立系統における再エネ主力

化事業スキーム構築 

事業化手法 県による実証事業（委託） 

事業主体 一般送配電事業者がその事業の中で行うことを想定 

時期 中期：2030～2035年度頃 

場所 竹島の全公共施設 

実証内容 竹島学園，あいあい会館の他，役場，へき地集会所等に太陽光発電設備＋蓄電池

を導入，余剰電力を水道施設等公共施設へ供給し，島の公共施設における再エネ

率 100％を目指す。一般送配電事業者が事業主体となった極小規模離島の再エネ主

力化事業のスキームを構築する。 

   

事業 

スケジュール 

 

事業の効果 実証取組① 

（竹島学園：太陽光発電 30kW，蓄電池 30kWh の場合） 

・再エネ電源比率：74％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：69％（施設単体） 

・C 2削減量：11.5t-C 2/年 

（あいあい会館：太陽光発電 15kW，蓄電池 15kW の場合） 

・再エネ電源比率：77％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：81％（施設単体） 

・C 2削減量：7.1t-C 2/年 

実証取組②（竹島公共施設：太陽光発電 172kW，蓄電池 200kWh の場合） 

・再エネ電源比率：91％（島の公共施設全体） 

・再エネ有効利用率：56％（島の公共施設全体） 

・C 2削減量：43.8 t-C 2/年 

  

再エネ発電設 
   

  電事業 
（電力会 
  発電所）

需要家
（学校 集会所 ）

   を供給

系統を 用しない場合

電力消費設 
（上下 設  ）

  電力

系統を 用

系統を 用

電力供給

極小規模離島ケース

事業化可能性
調査、事業実
施に向けた準
備・調整等

・公的資金獲
得のための準備
と申請

・公的資金を用
いた事業推進

・島民への再エ
ネ活用啓発

 期（～2030）

基盤づく ～事業化
中期（2030～2040）

事業化～事業定着・ 大
 期（～2050）

事業 大～地域外波及

事業実施体制構築 実証運用・事業化

【事業継続】
・島の民家を含め建物と土
地への設備導入拡大
・余剰電力を用いた産業
創出
・再エネ比率100％
・効果検証
・類似離島へのモデル展開

公共施設への太陽光発電+蓄
電池導入 大及び  電力
の有効利用
・再エネ設備管理会社の運営
・事業エリア拡大
・埋設管の導入
・類似離島へのモデル展開 等

他再エネ（地熱利用・地熱発電等）導入調査検討

【2030年度以降に目指す将来像】

 島学園  い い会館への設 
導入と効果検証
・給湯設備電化
・公用車EV化
・ 害時の電力需給検証

■独立系統型の事業スキー 構築
■事業 大のための資金準 （補
助金 ）
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モデルプラン④ 島   

事業モデル 離島マイクログリッド基盤構築モデル 

主な適用離島 上位系統接続型の中小規模離島 

実装時期 2030 年頃（短期～中期） 

解決を目指す 

地域課題 

【エネルギーの課題】 

・再エネと内燃力発電の協調運転による再エネ最大限導入時に電力を安定供給するエネルギーシステ

ムの実現による独立系統型の中小規模離島共通の課題解決への貢献。 

・台風等による停電時の電力確保による住民生活の安心 向上，快適性向上。 

・停電時の電力確保による農業・畜産業等の事業継続性確保。 

・価格や供給網が不安定な輸入燃料への依存からの脱却，燃料輸送コストの低減。 

【地域課題】 

・車両・設備の電化などの燃料転換による生活利 性向上や再エネ活用による島の 力向上。 

・町が掲げるゼロカーボンシティの実現を見据えたエネルギーシステムの構築。 

概要 上位系統に接続しているという条件を活用し，島全体で再エネ利用を最大化するエネルギー管理シス

テムを技術確立し，その他中小規模離島への展開を目指す。 

【短  期】学校，集会所等の公共施設へ太陽光・蓄電池を導入する。 

【短・中期】太陽光・蓄電池の導入拡大，需要家の給湯器の電化，車両の  V 化を進め，補助内

燃力発電，系統安定化設備， MS等を活用し，島全体で再エネ主力化を実現するマイ

クログリッドシステムを構築。 

【中・長期】独立系統型離島へのモデル展開に取り組む。 

風力発電，波力発電等や，奄美大島エリアで 造される再エネ水素の活用等により，再

エネ率を高める取組を検討する。 

短中期の取組を活用しつつ，経済合理性も考慮した現実的なマイクログリッド構築へ移行。 

モデル構築 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組方法 2 ステップの実証取組を想定する。 

実証取組①：公共施設における太陽光発電導入 

目的 公共施設への太陽光発電導入による住民への普及啓発 

事業化手法 県による実証事業（※町が実証場所としての公共施設の利用に協力。） 

事業主体 県（又は県が町を支援） 

時期 短期：2024～2025年度頃 

場所 池地小中学校（経済効率性の良い施設への導入を優先） 

実証内容 公共施設への太陽光発電・蓄電池導入により，住民の理解がどの程度向上するかの

検証を行う。 
 

実証取組②：島全体の再エネ主力マイクログリッド構築 

目的 島全体で再エネ主力化を実現するマイクログリッドシステムの技術確立 

事業化手法 県による実証事業（委託） 

事業主体 一般送配電事業者がその事業の中で行うことを想定 

時期 短・中期：2025～2030年度頃 

場所 請島全域 

実証内容 DGR 等の系統安定化技術を活用した需給管理の実証を行い，島全体で再エネ利

用を最大化するマイクログリッドを構築。 

  

事業 

スケジュール 

 

事業の効果 実証取組①（太陽光発電 14kW，蓄電池 15kWh の場合） 

・再エネ電源比率：71％（施設単体） 

・再エネ有効利用率：79％（施設単体） 

・C 2削減量：4.6t-C 2 

実証取組②（太陽光発電 400kW，蓄電池 600kWh の場合） 

・再エネ電源比率：75％（島全体） 

・再エネ有効利用率：77％（島全体） 

・C 2削減量：124t-C 2 

 

 

一般  電事業 
（発電・  電・小売）

設 導入・運用
￥エネルギー
サービス料金電力小売・需給  

エネルギーサービス

系統（本島）

悪天候時 
の電力調達

太陽光・
蓄電池

需要家
（公共施設等）

EHP給湯
器・EV

一般需要家

EHP給湯
器・EV

未利用地等

再エネ発電
・蓄電池

島全体のマイクログリッドを再エネ主力で構築

太陽光・
蓄電池

鹿児島県

連携

系統安定化設 需給調整設 

内燃力発電
（補助）

エネマネ事業  

離島マイクログリッド構築モデル

実証②島全体の再エネ主力マイクログリッド構築実証①公共施設における太陽光発電導入

事業化可能性
調査、事業実
施に向けた準
備・調整等

• 公共施設への太陽光発電・蓄電池の
導入

• 停電時の再エネ電力活用の取組等、
再エネに関する住民への普及啓発

⇒住民のPV活用への理解促進

 期（2024頃）

基盤づく ～実証事業化
 中期（2030頃）

実装

中 期（～2050）

事業 大～地域外波及

県による実証 事業実施体制構築

その他再エネの導入
等、再エネ拡大に向
けた取組

短中期の取組を活
用しつつ、経済合理
性も考慮した現実的
なマイクログリッド構
築

• 公共施設、未利用地への太陽光発電・蓄
電池の導入、需要家設備（給湯器、
EV）の導入

• 系統安定化技術の導入による島全体での
再エネ主力電力システムの運用・検証

⇒離島共通のエネルギー安定供給の課題
解決に資する技術の確立
⇒小規模離島における再エネ主力マイクロ
グリッドモデルの構築

実証事業 実証⇒実装

独立系統型離島へ
のモデル展開一般送配電事業者等による事業化

調査


